
大阪府条例第　　　号

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

第一条　職員の特殊勤務手当に関する条例（平成十年大阪府条例第四十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（犯則取締等手当）

第五条　（略）

２　犯則取締等手当の額は、業務に従事した日一日につき、五百五十円（前項第三号に規定する業務のうち心身に著しい負担を与える業務（人事委員会規則で定めるものに限る。）に従事した場合にあっては、その額にその百分の百に相当する額を加算した額）とする。
（社会福祉等業務手当）
第十四条　（略）
　一　（略）
　　イ　（略）
　　ロ　児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第十二条の三第二項第六号に規定する児童福祉司　同法第十一条第一項第二号ロからホまでに掲げる業務
　　ハ・ニ　（略）
二　（略）
２　（略）
　　　附　則
（施行期日）

１　この条例は、平成十年十二月一日から施行する。
（防疫等作業手当の特例）

２　第九条第一項第一号に規定する感染症のうち、新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和二年政令第十一号）第一条に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」という。）に関する業務に従事したときの防疫等作業手当は、同号の規定にかかわらず、職員が、次に掲げる業務に従事したときに支給する。
　一　新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症にかかっている疑いのある者に接する業務
　二　新型コロナウイルス感染症の病原体が付着し、又は付着している疑いのある物の処理
　三　新型コロナウイルス感染症の病原体の検査又は培養のため当該病原体を取り扱う業務
　四　新型コロナウイルス感染症の患者が療養を行っている施設における連絡調整に関する業務
　五　新型コロナウイルス感染症の患者の身体に接触して行う業務
　六　新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症にかかっている疑いのある者に長時間にわたり接する業務
３　前項の防疫等作業手当の額は、次の各号に掲げる業務の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　一　前項第一号から第四号までに掲げる業務あ従事した日一日につき三千円。ただし、当該業務が正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる業務（以下「深夜業務」という。）であるときは、その勤務一回につき三千円。
　二　前項第五号及び第六号に掲げる業務　従事した日一日につき四千円。ただし、当該業務が深夜業務であるときは、その勤務一回につき四千円。
４　第二項第一号から第四号までに掲げる業務のいずれかに従事した日（当該業務が深夜業務である場合にあっては、一回の勤務の勤務時間）において、同項第五号又は第六号に掲げる業務にも従事した場合については、同項第五号又は第六号に掲げる業務に従事した場合にのみ該当するものとして防疫等作業手当を支給する。
	（犯則取締等手当）

第五条　（略）

２　犯則取締等手当の額は、業務に従事した日一日につき、五百五十円とする。
（社会福祉等業務手当）
第十四条　（略）
　一　（略）
　　イ　（略）
　　ロ　児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第十二条の三第二項第四号に規定する児童福祉司　同法第十一条第一項第二号ロからホまでに掲げる業務
　　ハ・ニ　（略）
二　（略）
２　（略）
　　　附　則
　この条例は、平成十年十二月一日から施行する。


	
	


第二条　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（防疫等作業手当）
第九条　（略）
　一―三　（略）
　四　家畜伝染病予防法第二条第一項に規定す
　　る家畜伝染病（流行性脳炎、狂犬病、炭EQ \* jc2  \* \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そ),疽)、
　　ブルセラ症及び鼻疽に限る。）又は感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十四条に規定する感染症（以下これらを「流行性脳炎等」という。）に関し、人事委員会規則で定める機関に勤務する職員が、次に掲げる業務に従事したとき。
　　イ・ロ　（略）

　五　（略）
２　（略）
	（防疫等作業手当）
第九条　（略）
　一―三　（略）
　四　家畜伝染病予防法第二条第一項に規定す
　　る家畜伝染病（流行性脳炎、狂犬病、炭EQ \* jc2  \* \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そ),疽)、
　　ブルセラ病及び鼻疽に限る。）又は感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十四条に規定する感染症（以下これらを「流行性脳炎等」という。）に関し、人事委員会規則で定める機関に勤務する職員が、次に掲げる業務に従事したとき。
　　イ・ロ　（略）

　五　（略）
２　（略）

	
	


附　則

（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第二条の規定は、規則で定める日から施行する。

２　第一条の規定による改正後の職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「新条例」という。）附則第二項から第四項までの規定は、令和二年二月一日から適用する。
（内払）
３　新条例を適用する場合においては、第一条の規定による改正前の職員の特殊
　勤務手当に関する条例の規定に基づいて令和二年二月一日以後の分として支給
　された防疫等作業手当は、新条例の規定による防疫等作業手当の内払とみなす。
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